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平成１8 年 3 月期   個別中間財務諸表の概要  
  

   平成１７年１１月１８日 
上 場 会 社 名 中越パルプ工業株式会社 上 場 取 引 所 東証･大証 

コ ー ド 番 号 ３８７７ 本社所在都道府県  東京都 

（ URL http://www.chuetsu-pulp.co.jp ）   

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 長岡 剣太郎 
問合せ先責任者 役職名 執行役員企画管理本部副本部長兼管理部長  氏名 大竹 道孝 ＴＥＬ （０３）３５４４－１５２２ 
決算取締役会開催日 平成１７年１１月１８日 中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日 平成１７年１２月１２日 単元株制度採用の有無  有(1 単元 1,000 株) 
 
１．１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
(1)経営成績        （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 

１７年９月中間期 ４５，９８７ （ △２．６ ） １，０４３ （△３３．３ ） ９１６ （△３４．０ ） 
１６年９月中間期 ４７，２１１ （   ２．９ ） １，５６５ （△２６．３ ） １，３８７ （△２３．７ ） 

１７年 ３ 月 期 ９３，５１９  ３，０９２  ２，７１４  

 

 中間（当期）純利益 
１株 当 た り中 間 
（当 期 ）純 利 益 

 百万円        ％  円  銭 
１７年９月中間期 ３０４ （△６３．９ ） ２  ６１ 
１６年９月中間期 ８４１ （△１４．７ ） ７  ２２ 
１７年 ３ 月 期 １，３５６  １１  １２ 
(注)①期中平均株式数 １７年９月中間期 116,581,620 株 １６年９月中間期 116,546,005 株 １７年３月期 116,565,899株 
   ②会計処理の方法の変更   有 
   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 
1 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

1 株 当 た り 

年 間 配 当 金 

 円 銭  円 銭 
１７年９月中間期 ３  ００ ――― 
１６年９月中間期 ３  ００ ――― 

１７年 ３ 月 期 ――― ６  ００ 

 
(3)財政状態        （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 総   資   産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 

１７年９月中間期 １４６，４２８ ５２，２４０ ３５．７ ４４８  １２ 
１６年９月中間期 １４４，１５４ ５１，２９５ ３５．６ ４３９  ９４ 

１７年 ３ 月 期 １４３，６０３ ５１，８０７ ３６．１ ４４３  ８６ 
(注)①期末発行済株式数 １７年９月中間期 116,577,336 株 １６年９月中間期 116,597,157 株 １７年３月期 116,584,849株 

②期末自己株式数   １７年９月中間期 77,547 株 １６年９月中間期 57,726 株 １７年３月期 70,034 株 

 

２．１８年３月期の業績予想(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日) 
１株当たり年間配当金 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 
通 期 ９２，８００ １，２００ ４００ ３  ００ ６  ００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） ２円 ９２銭 
 
(注)上記の予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであります。実際の業績は、今後様々な要
因によって異なる場合があります。 
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 個 別 中 間 財 務 諸 表 等  

 
（１）中間貸借対照表 

        (単位：百万円) 
期 別 

  科  目 
注記
番号 
当中間会計期間末 
(H17.9.30 現在) 

前事業年度 
(H17.3.31 現在) 

前期差 
前中間会計期間末 
(H16.9.30 現在) 

（資産の部）      
Ⅰ 流 動 資 産      
 現 金 及 び 預 金  1,005 1,055 △   50 686 
 受 取 手 形  9,946 9,914 32 11,165 
 売 掛 金  18,892 18,044 847 18,264 
 有 価 証 券  50 60 △   10 60 
 た な 卸 資 産  11,282 10,765 517 10,578 
 そ の 他  2,939 2,836 103 2,898 
 貸 倒 引 当 金  △  79 △  123 43 △  43 
 流 動 資 産 合 計  44,037 42,552 1,484 43,609 
Ⅱ 固 定 資 産      
１ 有 形 固 定 資 産      
 建 物 ※1,2 15,941 15,945 △    4 16,206 
 機 械 及 び 装 置 ※1,2 58,034 58,568 △  534 60,685 
 土 地 ※2 6,001 6,195 △  194 6,152 
 建 設 仮 勘 定  3,104 1,302 1,801 342 
 そ の 他 ※1,2 5,066 5,151 △   84 5,204 
 有 形 固 定 資 産 合 計  88,148 87,164 984 88,591 
２ 無 形 固 定 資 産  193 236 △   43 178 
３ 投 資 そ の 他 の 資 産      
 投 資 有 価 証 券  8,080 7,228 851 6,645 
 投 資 そ の 他 の 資 産  6,320 6,772 △  452 5,228 
 貸 倒 引 当 金  △  351 △  351 0 △  99 
 投資その他の資産合計  14,048 13,649 399 11,774 
 固 定 資 産 合 計  102,390 101,050 1,340 100,544 
 資 産 合 計  146,428 143,603 2,825 144,154 
（負債の部）      
Ⅰ 流 動 負 債      
 支 払 手 形  3,745 3,568 177 3,515 
 買 掛 金  11,379 10,646 733 10,297 
 短 期 借 入 金 ※2 40,040 42,711 △ 2,671 45,198 
 未 払 金  3,273 583 2,690 1,243 
 賞 与 引 当 金  594 592 1 603 
 そ の 他 ※4 5,731 5,888 △  156 6,796 

 流 動 負 債 合 計  64,765 63,990 775 67,654 
Ⅱ 固 定 負 債      
 社 債  6,000 4,000 2,000 4,000 
 長 期 借 入 金 ※2 17,243 17,361 △  117 14,749 
 退 職 給 付 引 当 金  6,002 6,083 △   81 6,136 
 役員退職慰労引当金  176 361 △  184 317 
 固 定 負 債 合 計  29,422 27,805 1,617 25,203 
 負 債 合 計  94,188 91,795 2,392 92,858 
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期 別 
  科  目 

注記
番号 
当中間会計期間末 
(H17.9.30 現在) 

前事業年度 
(H17.3.31 現在) 

前期差 
前中間会計期間末 
(H16.9.30 現在) 

（資本の部）      
Ⅰ 資 本 金  17,259 17,259 － 17,259 

Ⅱ 資 本 剰 余 金      
 資 本 準 備 金  14,370 14,370 － 14,370 
 そ の 他 資 本 剰 余 金  2 2 － 2 
 資 本 剰 余 金 合 計  14,372 14,372 － 14,372 

Ⅲ 利 益 剰 余 金      
 利 益 準 備 金  1,254 1,254 － 1,254 
 任 意 積 立 金  14,793 14,925 △  132 14,925 
 中間（当期）未処分利益  3,083 3,057 26 2,891 
 利 益 剰 余 金 合 計  19,131 19,237 △  105 19,071 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  1,495 954 540 605 
Ⅴ 自 己 株 式  △  19 △  17 △   2 △  14 
 資 本 合 計  52,240 51,807 432 51,295 
 負 債 資 本 合 計  146,428 143,603 2,825 144,154 

 
（２）中間損益計算書 

        (単位：百万円) 
期 別 

  科  目 
注記
番号 

当中間会計期間 
(H17.4.1～H17.9.30) 

前中間会計期間 
(H16.4.1～H16.9.30) 

前年同期差 
前事業年度 
(H16.4.1～H17.3.31) 

Ⅰ 売 上 高  45,987 47,211 △ 1,224 93,519 
Ⅱ 売 上 原 価  36,182 35,463 719 71,526 
 売 上 総 利 益  9,804 11,748 △ 1,943 21,992 
Ⅲ 販売費及び一般管理費  8,761 10,183 △ 1,422 18,900 
 営 業 利 益  1,043 1,565 △  521 3,092 
Ⅳ 営 業 外 収 益 ※1 252 249 2 441 
Ⅴ 営 業 外 費 用 ※2 379 426 △   47 819 
 経 常 利 益  916 1,387 △  471 2,714 
Ⅵ 特 別 利 益  46 137 △   90 101 
Ⅶ 特 別 損 失 ※3,4 418 96 322 469 
 税引前中間(当期)純利益  544 1,428 △  884 2,347 
 法人税､住民税及び事業税  317 417 △  100 902 
 法 人 税 等 調 整 額  △   77 169 △  246 87 

 中間（当期）純利益  304 841 △  537 1,356 
 前 期 繰 越 利 益  2,779 2,050 729 2,050 
 中 間 配 当 額  － － － 349 
 中間（当期）未処分利益  3,083 2,891 192 3,057 
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（３）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券 
①子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの………移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産………移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
減価償却は以下の方法を採用しております。 
本社 ………… 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法によっております。） 
川内工場・能町工場・二塚工場……定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物………２２～５０年     機械及び装置………４～１５年 
（２）無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。 
（３）長期前払費用 
定額法を採用しております。 
 
３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております｡ 
（２）賞与引当金 
従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。 
（３）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 
（４）役員退職慰労引当金 
役員の退職に際して支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づき算定した中間期末要支給額を
計上しております。 
 
４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップ取引について、「金利スワップの特例処理」
(金融商品に係る会計基準注解(注 14))を適用しております。 

（２）へッジ手段とヘッジ対象 
ａ.ヘッジ手段 ……… 為替予約 
ヘッジ対象 ……… 原材料輸入による外貨建予定取引 
ｂ.ヘッジ手段 ……… 金利スワップ 
ヘッジ対象 ……… 借入金 

（３）へッジ方針 
為替予約は、原材料の輸入による為替変動リスクをヘッジするために使用し、金利スワップは借
入金に係る将来の金利変動リスクをヘッジするために使用しております。なお、実需の範囲内で為
替予約を、また、実際の借入元本の範囲内で金利スワップ取引を利用することとしており、投機的
な取引は行わない方針であります。 
 

（４）へッジ有効性評価の方法 
為替予約について、ヘッジ手段とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同一であり、かつ
ヘッジ開始時及びその後も継続して、為替変動を完全に相殺するものと想定することができるため、
事後的な有効性の評価は実施していません。 
金利スワップについて、「金利スワップの特例処理」の適用要件を充足しておりますので、有効性
の判定を省略しております。 

 
６．消費税等の会計処理の方法 
消費税及び地方消費税の会計処理の方法については税抜処理を採用しております。 
 
（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成 14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これにより税引前中間純利益は 194 百万
円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してお
ります。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

171,577百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

164,152百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

168,031百万円であります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

(1）担保資産 (1）担保資産 (1）担保資産 
 
建物 10,239百万円 

機械及び装置 22,170 

土地 2,086 

その他の有形固定資産 1,803 

計 36,299 
  

 
建物 10,634百万円 

機械及び装置 25,606 

土地 2,086 

その他の有形固定資産 1,899 

計 40,225 
  

 
建物 10,436百万円 

機械及び装置 23,906 

土地 2,086 

その他の有形固定資産 1,851 

計 38,281 
  

（上記のうち工場財団抵当設定資産） （上記のうち工場財団抵当設定資産） （上記のうち工場財団抵当設定資産） 
 
建物 10,239百万円 

機械及び装置 22,170 

土地 2,086 

その他の有形固定資産 1,803 

計 36,299 
  

 
建物 10,634百万円 

機械及び装置 25,606 

土地 2,086 

その他の有形固定資産 1,899 

計 40,225 
  

 
建物 10,436百万円 

機械及び装置 23,906 

土地 2,086 

その他の有形固定資産 1,851 

計 38,281 
  

(2）担保付債務 (2）担保付債務 (2）担保付債務 
 
短期借入金 2,600百万円 

長期借入金(１年以内返
済分を含む) 

4,065 

計 6,665 
  

 
短期借入金 2,600百万円 

長期借入金(１年以内返
済分を含む) 

4,491 

計 7,091 
  

 
短期借入金 2,600百万円 

長期借入金(１年以内返
済分を含む) 

4,551 

計 7,151 

  
  

（上記のうち工場財団抵当対応債務） （上記のうち工場財団抵当対応債務） （上記のうち工場財団抵当対応債務） 
 
短期借入金 2,600百万円 

長期借入金(１年以内返
済分を含む) 

4,065 

計 6,665 
  

 
短期借入金 2,600百万円 

長期借入金(１年以内返
済分を含む) 

4,491 

計 7,091 
  

 
短期借入金 2,600百万円 

長期借入金(１年以内返
済分を含む) 

4,551 

計 7,151 
  

３．保証債務 ３．保証債務 ３．保証債務 
 
日伯紙パルプ資源開発
㈱外貨建 

1,763百万円 
( 44   ) 

[15,443千米ドル 
(393千米ドル)]

日伯紙パルプ資源開発
㈱円貨建 

37,718 
(320   ) 

中越ビル㈱ 360 
(360   ) 

従業員（住宅融資） 98 
( 98   ) 

計 39,940 
(823   ) 

  

 
日伯紙パルプ資源開発
㈱外貨建 

3,460百万円 
( 88   ) 

[30,886千米ドル 
(787千米ドル)]

日伯紙パルプ資源開発
㈱円貨建 

42,431 
(360   ) 

エヌシー共同開発㈱ 4 
(  4   ) 

中越ビル㈱ 365 
(365   ) 

従業員（住宅融資） 113 
(113   ) 

計 46,375 
(932   ) 

  

 
日伯紙パルプ資源開発
㈱外貨建 

2,510百万円 
( 64   ) 

[23,165千米ドル 
(590千米ドル)]

日伯紙パルプ資源開発
㈱円貨建 

41,475 
(352   ) 

中越ビル㈱ 360 
(  360   ) 

従業員（住宅融資） 101 
(  101   ) 

計 44,447 
(  877   ) 

  

(注) 上記はいずれも連帯保証債務で、他

社負担額を含めた総額を記載してお

り、（ ）内はそのうちの当社負担額

であります。 

(注) 上記はいずれも連帯保証債務で、他

社負担額を含めた総額を記載してお

り、（ ）内はそのうちの当社負担額

であります。 

(注) 上記はいずれも連帯保証債務で、他

社負担額を含めた総額を記載してお

り、（ ）内はそのうちの当社負担額

であります。 

※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い ※４．    ────── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

  同左  



中越パルプ(個別)－27ー 

（中間損益計算書関係） 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 
 
受取利息 24百万円

有価証券利息 0 

受取配当金 88 
  

 
受取利息 16百万円

有価証券利息 0 

受取配当金 82 
  

 
受取利息 37百万円

有価証券利息 1 

受取配当金 115 
  

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 
 
支払利息 297百万円

社債利息 20 
  

 
支払利息 365百万円

社債利息 8 
  

 
支払利息 685百万円

社債利息 25 

 
 

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．    ────── ※３．    ────── 

減損損失  194百万円   

   

※４．減損損失 ※４．    ────── ※４．    ────── 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

  

 

場所 用途 種類 
金額 
（百万円）

鹿児島県 
薩摩川内市 

遊休資産 土地 194 

  

  

当社は、事業用資産については各工場

毎に、遊休資産については個別物件毎に

グルーピングを実施しております。 

遊休資産について資産の市場価格が

帳簿価格から著しく下落したため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（194百万円）として特

別損失に計上しました。その内訳は土地

194百万円であります。 

なお、遊休資産の回収可能価額は正味

売却価額により測定し、不動産鑑定評価

基準に基づき評価しております。 

  

   

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 
 
有形固定資産 4,166百万円

無形固定資産 43 
  

 
有形固定資産 3,977百万円

無形固定資産 33 
  

 
有形固定資産 8,028百万円

無形固定資産 72 
  

 



中越パルプ(個別)－28ー 

（リース取引関係） 
EDINET による開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
（一株当たり情報） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

448円12銭 439円94銭 443円86銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

2円61銭 7円22銭 11円12銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 304 841 1,356 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 60 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (60) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
304 841 1,296 

期中平均株式数（千株） 116,581 116,546 116,565 

 

（製品別売上高明細書） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

区分 

数 量 単価 金 額 数 量 単価 金 額 数 量 単価 金 額 

 
一 般 洋 紙 

ｔ 
349,061 

(円/㎏)
99.57
百万円 
34,756 

ｔ 
346,427 

(円/㎏)
104.13

百万円 
36,073 

t 
700,212 

(円/㎏)
101.91

百万円 
71,362 

包 装 用 紙 50,089 86.24 4,319 50,399 88.98 4,484 98,800 87.39 8,634 

特殊紙･板紙 
及び加工品等 

55,900 121.15 6,772 53,598 121.74 6,524 108,882 121.71 13,252 

小  計 455,051 100.76 45,848 450,426 104.53 47,082 907,895 102.71 93,248 

パ ル プ 2,710 51.15 138 2,531 51.12 129 5,299 51.15 271 

合  計 457,762 100.46 45,987 452,958 104.23 47,211 913,194 102.41 93,519 

（注） 百万円未満および t未満は切捨てて表示しております。 
 
 


